
第55回九州経営法曹大会（長崎大会）

2021年12月中旬配信開始

《発表テーマ》

《募集要項概要》

「同一労働・同一賃金」の実務対応

今年度の大会は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、録画システムを利用した
オンライン開催（映像・音声、レジュメ配信）といたします。

企業が直面する人事労務の課題の中からテーマ選定し、企業側弁護士が法律の
現状や最新判例などにつき解説を行い、企業側の適切な対応を提案致します。

いわゆる「同一労働・同一賃金」の考え方、差別的取り扱いの禁止、不合理な待遇の禁止、
定年後再雇用の場合の考え方、待遇差についての対応、裁判例の傾向、その他

【録画方式開催】

第一部 【福岡県弁護士による報告】

「企業防衛と危機管理の観点からの労働問題」
①「秘密保持・競業避止のための実務上の方策」～従業員・元従業員への対抗策を中心に～
　営業秘密の意義と判断基準、営業秘密保持のための従業員管理の方法、営業秘密漏洩発覚
　時の救済方法、競業避止義務の意義、義務違反行為による損害の認定手法、義務違反を防
　止するための事前・事後の対応策　等
②「内部通報制度と従業員による不適切なＳＮＳ利用」
　内部通報制度とは、制度設計と実効性確保の方策、対応時の注意事項
　SNSの特殊性と炎上、不適切なSNS利用における権利侵害、企業としての予防策　等

参 加 費：経営者協会会員　20,000円（税込）　一般　30,000円（税込）
申込要領：別添の申込書にてお申込みください。
申込締切：第一次締切　11月15日（月）　第二次締切　12月13日（月）
支払方法：銀行振込にて、下記口座に申し込み時に振込願います。
　　　　　十八親和銀行桜町支店（普）5000970　
　　　　　ナガサキケンケイエイシャキョウカイ　ホウソウタイカイ　イワネノブヒロ
　　　　　長崎県経営者協会　法曹大会　岩根信弘

第二部 【長崎県弁護士による報告】

主催：長崎県経営者協会、九州経営者協会
　　　九州各県経営者協会（福岡、佐賀、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄）
協賛：経営法曹会議九州ブロック

【第55回九州経営法曹大会（長崎大会）動画配信　申し込みフォーム】

第55回九州経営法曹大会（長崎大会）申込書

長崎県経営者協会　行

質問事項（可能な場合は、報告内容に反映させます）
（第　　部報告への質問）

申込日　令和３年　　　月　　　日

会社・団体名：

住　所：〒

　FAX：０９５－８２２－３４２１
　E-mail：ami.keikyo@aurora.ocn.ne.jp

　第一次締切：１１月１５日（月）
　第二次締切：１２月１３日（月）

所属団体：　　　　　　　　県経営者協会　　　　　　その他（　　　　　　　　　　　　　　）

TEL： FAX：

所属・役職：申込担当者氏名：
（ふりがな）

メールアドレス：

＊お預かりした個人情報は、当団体の個人情報保護方針に基づき、適切に管理致します。

〈お申込み・お問い合わせ先〉　長崎県経営者協会　　担当：網谷、岩根
　〒850-0031　長崎市桜町３－１２  中尾ビル３F
　TEL：０９５－８２２－０２４５　　FAX：０９５－８２２－３４２１
　E-mail：ami.keikyo@aurora.ocn.ne.jp　
　振込口座：十八親和銀行桜町支店（普）5000970　
　　　　　　ナガサキケンケイエイシャキョウカイ　ホウソウタイカイ　イワネノブヒロ
　　　　　　長崎県経営者協会　法曹大会　岩根信弘



配信プログラム　【録画開催】
弁護士紹介（敬称略）

阿部哲茂（あべてつも）
時　間

5分

120分
（予定）

開講挨拶

【第一部　福岡県弁護士による報告】

議　長：阿部哲茂 弁護士
発表者：甲斐顕一 弁護士
　　　　松本幸太 弁護士
　　　　池田早織 弁護士

【発表内容】
１．差別的取り扱いの禁止（均等待遇、パート有期労働法９条）
２．不合理な待遇の禁止（均衡待遇、パート有期労働法８条）
３．定年後再雇用における「同一労働同一賃金」の考え方と実務対応
４．待遇差に対する実務対応

テーマ『同一労働・同一賃金の実務対応』

120分
（予定）

【第二部　長崎県弁護士による報告】

議　長：山下俊夫 弁護士 
発表者：川添　志 弁護士
　　　　西村広平 弁護士
　　　　佐藤敬弘 弁護士

【発表内容】
１．営業秘密の意義と判断基準
２．営業秘密保持のための従業員管理の方法
３．営業秘密漏洩発覚時の救済方法等　　　４．競業避止義務の意義
５．在職中、退職後の競業避止義務違反
６．競業避止義務違反行為による損害の認定手法
７．競業避止義務違反を防止するための事前，事後の対応策　等

テーマ『企業防衛と危機管理の観点からの労働問題』
サブテーマ１「秘密保持・競業避止のための実務上の方策」
　　　　　　　～従業員・元従業員への対抗策を中心に～

議　長：福田浩久 弁護士 
発表者：碇健太郎 弁護士
　　　　種田和彦 弁護士

【発表内容】
１．内部通報制度とは　　　２．制度設計と実効性確保の方策　
３．内部通報への対応時の注意事項
４．SNSの特殊性と炎上　　５．不適切なSNS利用における権利侵害　
６．企業としての予防策　等

サブテーマ２「内部通報制度と従業員による不適切なSNS利用」

プログラム 1988年
1999年
現在

司法試験合格
弁護士登録
阿部哲茂法律事務所
所長

甲斐顕一（かいけんいち）

松本幸太（まつもとこうた） 池田早織（いけださおり）

山下俊夫（やましたとしお） 川添　志（かわぞえのぞむ）

西村広平（にしむらこうへい） 佐藤敬弘（さとうたかひろ）

福田浩久（ふくだひろひさ） 碇健太郎（いかりけんたろう）

種田和彦（たねだかずひこ）

2008年
現在

弁護士登録
TMI総合法律事務所
福岡オフィス

1986年
現在

弁護士登録
山下・川添総合法律事務所
所長

2007年
現在

弁護士登録
山下・川添総合法律事務所

2014年
現在

弁護士登録
福田・木下総合法律事務所

1998年
現在

弁護士登録
福田・木下総合法律事務所
所長

2007年
現在

弁護士登録
ふくおか法律事務所

2010年
現在

弁護士登録
德永・松﨑・斉藤法律事務所

2002年
現在

弁護士登録
山下・川添総合法律事務所
副所長

2008年
2013年
現在

司法試験合格
弁護士登録
山下・川添総合法律事務所

2014年
現在

弁護士登録
福田・木下総合法律事務所 


